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はじめに 
 1990年代の米国は、様々な手法により財政再建を達成したことから、我が国の財政
再建の手本とされている。米国財政は、レーガン大統領が政権に就いた 80年代前半か
ら悪化していたが、90 年代に、財政赤字削減に向けた着実な取組みがなされ、1998
年度には財政黒字を達成した。 
 ところが、ジョージ・W・ブッシュ大統領（以下「ブッシュ大統領」とする。）が就
任した翌年（2002 年度）には、財政収支が再び赤字に転じ、2004 年度まで赤字幅は
拡大した（2005 年度は赤字幅が縮小）。財政赤字に対してブッシュ政権及び議会は、
増税には頼らず、歳出抑制を中心とした財政再建策を講じている。米国では、政府債

務残高は GDP(国内総生産)の 70％以下であり、日本（GDPの 1.6倍）に比べるとか
なり低い水準にある。財政再建には、歳入歳出両面からの取組みが不可欠とされる今

日の日本から見ると、増税に頼らないどころか、時限的減税の恒久化をも提案してい

るブッシュ政権の姿勢は、きわめて異色なものに見える。 
 本稿では、まず、米国の財政状況が悪化したレーガン政権期から現在までの財政収

支の推移を概観する。次に、歳出抑制に重きを置くブッシュ政権の財政再建策の背景

にある「財政赤字の原因は減税ではなく、景気低迷と「テロとの戦い」である」との

同政権の現状認識を明らかにする。 
 

Ⅰ 米国の財政収支の推移 
１ レーガン政権期からクリントン政権期まで 
 米国の財政収支は、レーガン政権期（1981－89年）に急激に悪化した。歳入面にお
いて大型減税（レーガン減税）を実施する一方、歳出面では国防費を増やしたため歳

出削減は進まなかった。その結果、1983－86年には、米国の財政赤字は、対 GDP比
で 5％前後に達し（図１）、対 GDP比では 1950年代以降最悪の水準となった。 
 この財政悪化に対処するために、1985年均衡予算及び緊急赤字統制法（グラム・ラ
ドマン・ホリングス法）が制定され、1991年度に財政赤字を解消する目標が掲げられ
た。この法律は、各年度の赤字見込額が目標額を上回ると、自動的に予算額が削減さ

れる仕組みとなっていた。しかし、目標額の達成は年度当初の見込段階で求められる

だけであり、見込みの誤りや政策変更などにより年度途中に赤字が増大しても、これ

を相殺する予算額削減の仕組みがなかったため、各年度の目標が達成されることはな

かった。その後、ブッシュ（父）（1989－93年）、クリントン（1993－2001年）の各
政権期において、1990 年包括財政調整法(OBRA90)や 1993 年包括財政調整法
(OBRA93)が制定され、歳入歳出両面からの財政再建策が講じられた。すなわち、歳
入面で増税を行うとともに、歳出面ではキャップ制（cap。裁量的経費の支出上限設定）、
ペイゴー原則（paygo = pay-as-you-goの略。義務的経費の増加又は歳入減は、他の義
務的経費の削減又は増税により補わなければならない。）に基づき歳出抑制が図られた。

1992－2000年にかけて、米国は 20世紀で最長の景気拡大期を迎え、この間に、実質
GDPは年平均 3％超のペースで成長し、税収増に寄与した。好調な経済を背景に、歳
入歳出両面での取組みがなされたことにより、米国の財政収支は改善し、1998年度に
は財政黒字を達成した。 
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図１ 米国の財政収支（対 GDP比） 
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（出典）Budget of the United States Government Fiscal Year 2006: Historical Tables.より作成。なお、
2005 年 度 は U.S.Treasury, Joint Statement On Budget Results For Fiscal Year 2005. 
<http://www.treasury.gov/press/releases/reports/yes05combinedfinal.pdf> による。 
 
２ ブッシュ政権期の財政 
 2001年 1月に就任したブッシュ大統領は、最初の予算教書（2002年度）で財政黒
字を国民に還元するとして減税を掲げた1。同年 6月にはレーガン減税に匹敵する大減
税を実施する法律が成立した。この減税と、「9･11 同時多発テロ」は、その後の米国
財政に大きな影響を与えることになった。景気後退局面に転じていた後に同時多発テ

ロが発生したことから、減税は、当初の「財政黒字の還元」から経済対策へと目的を

変え2、2002年－04年に毎年実施された（表１、図２）。また、9･11同時多発テロ以
降、「テロとの戦い」が財政上も米国の最大の優先事項となり、補正予算が毎年度計上

される（2001－04 年度の合計で 1,974 億ドル3）など、国防費の支出が増加した。こ

うしたことにより、米国の財政収支は、2002 年度以降再び赤字に転じ、2004 年度に
は 4,121億ドル（対 GDP比 3.6％）と、金額ベースでは史上最悪の赤字額を記録した。 
 
３ 財政収支の変動要因 
 レーガン政権期以降における歳入・歳出内訳の対 GDP 比により、財政収支の変動
要因（図３）を見てみよう。レーガン政権期では、1981年度から 86年度頃まで税収
の対 GDP 比は落ち込んでいる。歳出面では、国防費をはじめとする裁量的経費の抑
制が進んでいない。クリントン政権期においては、税収の伸びが著しい一方、国防費

などの裁量的経費を中心に歳出の抑制が進み、財政黒字が達成された。財政収支が再

び赤字に転じたブッシュ政権期においては、レーガン政権期と同様に税収が大幅に落

                                                  
1 Budget of the United States Government (以下「予算教書」とする。)Fiscal Year 2002, Apr. 2001, p.3.  
2 2003年度予算教書, Feb. 2002, p.3.；2004年度予算教書, Feb. 2003, p1.等を参照。 
3 CBO, The Budget and Economic Outlook: Fiscal Years 2006 to 2015, Jan. 2005, p.7. 

   ﾚｰｶﾞﾝ政権    ﾌﾞｯｼｭ(父)    ｸﾘﾝﾄﾝ      ﾌﾞｯｼｭ 

2000年度 2,362億ドル黒字

1983年度 2,078億ドル赤字

2004年度 4,121億ドル赤字 

2005年度 3,186億ドル赤字 
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ち込んでいる一方で、国防費を中心とする裁量的経費と義務的経費（社会保障費など）

のいずれもが増大している。 
 

表１ ブッシュ減税の概要 
減税法の名称 主な内容 減税規模 

2001 年経済成長のための減税
調整法 (図２⑨： Economic 
Growth and Tax Relief 
Reconciliation Act of 2001) 

○所得税減税（2010年までの時限措置） 
○遺産税の段階的廃止・贈与税率の引下げ

（2010年までの時限措置） 

1.35兆ﾄﾞﾙ
(2001-11
の 11年間)

2002 年雇用創出・勤労者支援
法(図２⑩：Job Creation and 
Worker Assistance Act of 
2002) 

○初年度特別償却 30％ (2004 年までの時限措
置) 
○期限切れ税額控除措置等の延長 

419億ﾄﾞﾙ
(2002-12
の 11年間)

2003 年雇用と経済成長のため
の減税調整法(図２⑪：Jobs 
and Growth Tax Relief 
 Reconciliation Act of 2003) 

○所得税減税（2001 年減税の前倒し、配当所
得・ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝ減税[2008年までの時限措置]） 

○法人税減税（初年度特別償却枠の拡大[2003
年 5月から 2004年末までの時限措置]等） 

3,497億ﾄﾞ
ﾙ(2003-13
の 11年間)

2004 年勤労家族減税法(図２
⑫ ： Working Families Tax 
Relief Act of 2004) 

○2001年減税・2003年減税の期限切れ措置の
延長（2010年まで） 

1,459億ﾄﾞ
ﾙ(2005-14
の 10年間)

（出典）『図説 日本の財政』平成 17年度版, 東洋経済新報社,2005,pp.313-315.等より作成。 
 
 
図２ レーガン政権期以降に実施された増減税の規模 
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①ERTA 81

②TEFRA 82

③DEFRA 84

④TRA 86

⑤OBRA 87

⑥OBRA 90

⑦OBRA 93

⑧TRA 97

⑨EGTRRA 2001

⑩JCWAA 2002

⑪JGTRRA 2003

⑫WFTRA 2004

 

①ﾚｰｶﾞﾝ減税(1981)

⑨～⑫ﾌﾞｯｼｭ減税
2001,2002, 
2003,2004 

②課税の公平と
財政責任法

増減税法(略称)(注)

(出典)CBO, Projecting Federal Tax Revenues and the Effect of Change in Tax Law, Dec. 1998. 及び合同税
制委員会資料より作成。 

(注) ①81 年経済再建税法 ②82 年課税の公平と財政責任法 ③84 年財政赤字削減法 ④86 年税制改正法 ⑤87
年包括財政調整法 ⑥90年包括財政調整法 ⑦93年包括財政調整法 ⑧97年納税者負担軽減法 ⑨～⑪表１参照。
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図３ 歳入・歳出内訳の対 GDP比（折れ線グラフは歳入、面グラフは歳出を示す。) 
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（出典）2006年度予算教書 Historical tables.より作成。 

 

Ⅱ ブッシュ政権の財政再建策 
１ 現状認識と再建目標 
（１）現状認識 

 ブッシュ大統領は、2004年度及び 2005年度の予算教書において、今日の財政赤字
は、景気の低迷と「テロとの戦い」によりもたらされたものだと述べている4。「テロ

との戦い」が財政に及ぼす影響は、国防費の増大（図３）に見ることができる。景気

の低迷は、税収減をもたらすが、税収減についてはブッシュ減税の影響も考慮する必

要がある。ただ、ブッシュ政権が減税ではなく景気の低迷こそが財政赤字の原因であ

るとみなしている根拠は、予算教書の中には示されていない。しかし、以下の資料の

中に根拠の一端を見ることができる。 
 (ⅰ) 2005年大統領経済報告 
 一般教書、予算教書と並んで「三大教書」の一つとされる大統領経済報告の 2005
年版は、財政黒字(2001 年度)から財政赤字(2004 年度)への変化について、次のよう
に説明している。この変化の約半分は景気低迷が原因であり、4 分の 1 弱は国防費な
どの歳出増が、4分の 1強は減税が原因である。ただ、「財政赤字を減税の縮減により

                                                  
4 2004年度予算教書, p.1.；2005年度予算教書, p.2.  

  ﾚｰｶﾞﾝ政権      ﾌﾞｯｼｭ(父)    ｸﾘﾝﾄﾝ      ﾌﾞｯｼｭ 

歳出計 

利払費

義務的経費(社会保障費など)

裁量的経費(非国防費) 所得税収

税収 

裁量的経費(国防費) 

歳入計 

1983年度：歳入 0.6兆､歳出 0.8兆ﾄﾞﾙ 2004年度：歳入 1.9兆､歳出 2.3兆ﾄﾞﾙ

2000年度：歳入 2.0兆､歳出 1.8兆ﾄﾞﾙ 
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削減することは、景気回復をいっそう遅らせたであろう」5と述べ、経済対策としての

減税の意義を強調している。同様の数字や主張は、共和党提出の下院予算委員会資料

の中にも見ることができる（図４）。なお、この円グラフには、「2001－04年度の赤字
の最大の原因は経済であった」とのタイトルが付されている。 
 
図４ 2001－04年度の赤字の要因 
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 (ⅱ) 議会予算局（CBO）の基準予算推計 
 上記の下院予算委員会提出資料は、CBOが行った財政収支の将来推計と実績との乖
離要因分析をもとに作成されている。 
 CBOは、向こう 10年間の基準予算推計6（ベースライン推計）を毎年 1月頃に公表
するとともに、年 2 回これを改定している7。基準予算推計の公表・改定に際しては、

前回の推計がいかなる要因によって変動したかを定量的に示している。また、CBOは、
推計と実績が乖離した要因の分析を行っている。変動・乖離の要因は、①立法にとも

なう歳入要因（増減税）、②立法にともなう歳出要因、③経済・技術要因8に分解する

ことができる（図５及び表２）9。OECDなどもこの CBOのデータを用いて、米国の
財政赤字の要因分析を行っている10。上記の大統領経済報告及び下院予算委員会提出

                                                  
5 Chairman of the Council of Economic Advisors, 2005 The Economic Report of the President, Feb. 
2005, p.67.；「2005年経済諮問委員会報告」『エコノミスト』3757号(臨時増刊), 2005.5.23, pp.71-72. 
6 基準予算推計とは、現在の法律が不変と仮定したときの歳入･歳出の将来推計をいう。片山信子「米国
の財政再建と議会予算局(CBO)の役割」『レファレンス』635号, 2003.12, pp.19-20.参照。 
7 2005年は 3月及び８月に改定。なお、大統領府に属する行政管理予算局（OMB）でも同様の推計を公
表しているが、議会に属する CBOの推計は、大統領府に属する OMBの推計に比べて、慎重で信頼性が
高いとされている(片山 前掲論文 pp.26-27.参照)。 
8 経済：財政推計とともに公表される経済推計の改定に起因する要因。技術：その他すべての要因。 
9 図５の出典資料では、乖離がこの 3要因に明確に分解されてはおらず、計算を要した。 
10 OECD, Economic Survey: United States 2004, p.69.；William G. Gale et al., The Outlook for Fiscal 
Policy, Feb. 2005, p.845.<http://www.brook.edu/views/articles/20050214galeorszag.pdf> 

景気低迷 

2001年減税 

経済対策[2002－04
年減税] 

裁量的経費 

義務的経費 

（注）CBO(議会予算局)データに基づき下院予算委員会スタッフ作成。 
（出典）米国下院予算委員会（下院）ホームページ。  
<http://www.house.gov/budget/lgcausdeficit030905.pdf> 
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資料は、このような要因分析を踏まえ、ブッシュ大統領が就任した 2001 年 1 月の基
準予算推計と 2001－04 年度の実績との乖離は、約半分が経済的要因（図５及び表２
の「③経済・技術要因」を指すものと思われる。）によるとしているのである。 
 
図５ 議会予算局の基準予算推計の変動要因（2001－11年）
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表２ 議会予算局(CBO)の基準予算推計の変動要因(2001－09年)        (単位：10億ドル) 

会計年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
2001年 1月推計 281 313 359 397 433 505 573 635 710

①減税 -69 -75 -179 -265 -211 -178 -169 -169 -167
②歳出 -16 -65 -148 -230 -332 -388 -421 -463 -510
③経済・技術 -70 -331 -407 -314 -219 -255 -308 -336 -356

変

動

要

因 ①～③合計 -155 -471 -734 -809 -762 -821 -898 -968 -1033
2001－04実績 127 -158 -375 -412 － － － － －

2005年 8月推計 － － － － -331 -314 -324 -335 -321

 
 
 

 
 
 

2001 年 1 月予測

2005 年 8 月予測(2005-11) 

③経済・技術要因

②歳出要因 

①歳入要因（減税）

実績(2001-04) 

（出典）CBO, Budget and Economic Outlook.各年版・改定版及び CBO,The Uncertainty of Budget 
Projections: A Discussion of Data and Methods, Feb. 2005.の Supplemental Data . 
<http://www.cbo.gov/Spreadsheet/6119_FanSpreadsheet.xls> より作成。 

（注）2001 年度 1 月推計値に変動要因①～③を加減すると(上記期間中はすべてマイナス)、2001－04 年度の実
績値又は 2005年度 8月の推計値となる。例えば、2004年度は、2001年 1月推計では 3,970億ドルの財政黒字で
あったが、①減税 2,650億ドル、②歳出 2,300億ドル、③経済・技術 3,140億ドルのマイナス要因があったため、
実績は、推計より 8,090億ドル少ない 4,120億ドルの財政赤字となった。 
（出典）図５と同じ。CBO, The Uncertainty of Budget Projections: A Discussion of Data and Methods, Feb. 
2005, pp.6-7.を参考に試算した。 
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（２）再建目標 

 「対 GDP比 3.6%の財政赤字（2004年度）は非常に大きな赤字であるが、過去 25
年で見ると、10番目に大きい赤字にすぎない。」との 2006年度予算教書の記述11から

も、財政の現状に対する危機的な認識はさほど感じられない。同教書は、財政再建の

目標として、2009 年度の財政赤字を対 GDP 比で、2004 年度の水準（当初見込みで
4.5％）の半分に抑えることを掲げている。同教書の推計では、2009 年度の財政赤字
は、対 GDP比 1.5％となる。対 GDP比 1.5％という水準は、過去 40年間の財政赤字
の平均を大きく下回り、過去 25年では 8番目に低い水準である12。 
 
２ 財政再建の手法 
 ブッシュ政権の財政再建の手法は、歳出抑制と強い経済の維持により財政赤字の削

減を図るものである。歳出抑制による財政赤字削減は、安い税金とともにアメリカ経

済に対する投資家の信任を得る重要なポイントと考えられている13。これに加えて、

前述のとおり、今日の財政赤字は、減税ではなく、「テロとの戦い」と景気低迷、とり

わけ景気低迷が最大の要因である、との現状認識がある。このため、90年代の財政再
建とは異なり、増税を否定する。 
 歳出抑制のための具体的な方策としては、マクロ的には予算決議を通じた裁量的経

費･義務的経費の抑制、ミクロ的にはプログラム評価を通じた予算査定が行われている。 
 強い経済の維持は、税収増を通じて財政再建を助ける。しかし、時限的なブッシュ

減税を恒久化しようとする提案は、税収の確保よりも経済活力の維持を重視している

ように見える。 
（１）歳出抑制 

 (ⅰ) 財政ルール復活の提案 

 90年代の財政再建に貢献した財政ルールであるキャップ制やペイゴー原則は、いず
れも 2002 年 9 月末で失効している。こうしたルールを再び法定することは、歳出抑
制のためにきわめて有用であるとの認識に基づき、政府は、裁量的経費へのキャップ

制と義務的経費へのペイゴー原則を導入する法律の制定を提案している14。ペイゴー

原則については、ある義務的経費の増加は、他の義務的経費の削減によるという点は

以前と同じであるが、増税による補填は認められない。また、減税については、減収

分に見合う義務的経費削減などのペイゴー原則の手続から除外される15。現在までの

ところ、この提案は実現に至っていない。 
 (ⅱ) 2006年度予算決議 
 予算決議は、次の会計年度とそれに続く 4 年間の予算の大枠を議会の上下両院にお
いて決議するものである。2005年 4月 28日に成立した 2006年度予算決議では、義
務的経費を 2006－10 年の 5 年間で 347 億ドル削減することが定められた16。また、

                                                  
11 2006年度予算教書 p.3. 
12 同上 p.4. 
13 同上 
14 “Spending Control Act of 2004”の立法提案。
<http://www.whitehouse.gov/omb/legislative/spend_ctl/index.html> 
15 2006年度予算教書 pp.26-27. 
16 Fiscal 2006 Plan Narrowly Adopted, CQ Weekly, May 2, 2005, pp.1148-1149.；The Concurrent 
Resolution on the Budget for Fiscal Year 2006, H. Con. Res. 95, Sec.201, 202. 
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裁量的経費については、非国防費の削減を念頭に、2006年度から 2008年度の上限額
が設けられ（表３）、上院でこれを超える支出を審議するためには総議員の 3 分の 2
以上の賛成を要するとされた17。 
 
表３ 2006年度予算決議における歳出水準              (単位：10億ドル) 

会計年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2006－10
歳出合計(※) 2,479.21 2,562.36 2,642.33 2,771.43 2,893.18 3,008.52 13,877.82
義務的経費 1,557.29 1,669.34 1,776.29 1,884.42 1,982.66 2,088.30 9,401.01
裁量的経費 921.917 50(*) 843.02 866.038 887.005 910.515 920.227 4,476.81

国防費 421.642 438.973 462.597 481.043 500.969 511.018 2,394.60 
非国防費 500.275 454.047 403.441 405.962 409.546 409.209 2,082.21

（注 1）網掛け箇所は、予算決議における上限設定額。なお、2006 年度の裁量的経費のうち 500 億ドル
(*)は、「テロとの戦い」関係の補正予算（イラク･アフガニスタン駐留経費等）で、上限設定の対象とはな
らない。 
（注 2）歳出合計(※)は、予算権限（債務負担行為・歳出の権限を与えるもの）ベース 
（出典）Joint Explanatory Statement of the Committee of conference.（上院予算委員会ホームページ（共和党））    
<http://www.house.gov/budget/fy06stmntmngrs.pdf >より作成。 

 
 (ⅲ) 「プログラム評価採点ツール」（PART）による予算査定 
 2006年度予算教書は、国防費以外の 150以上の裁量的経費プログラムの縮減・廃止
により、2006年度に 200億ドルを節減するとともに、今後 10年間で 1,370億ドルの
節減を図ることを提案している18。こうした歳出抑制のための予算査定の参考として

用いられているのが、2004年度予算編成時から実施されている「プログラム評価採点
ツール」（PART）である。PART は､各省庁の「プログラム」19の成果を、25 の質問
により 4段階で評価するものである。2006年度予算編成では、連邦予算の 6割に相当
する 607のプログラムが PARTの対象とされ、予算教書に評価結果が掲載されている。
2年後には、一部例外を除き、すべてのプログラムが PARTの対象となる予定である。 
 PART の評価が高いほど、プログラムの予算額が増加する傾向にあるが（表４）、
PART はあくまで査定の参考であって、その評価が予算の増減に直結するものではな
い。しかし、その成果が評価され、公表されることで、予算の透明性は高まったとも

いえる。 
（２）税収増 

 2006年度予算教書は、2005－10年の各年における年率 3％以上の実質 GDPの成長
を予測している。この強気の経済見通しに基づき、2006年度から 2009年度までの間
に年平均6.7％のペースで税収が増加し、2009年度には2004年度の5割増の税収(47%
増)と歳入(50%増)を見込んでいる。 
 同教書はまた、2001－03年に実施された時限的減税の一部恒久化をはじめとする税
制改革を提案している。この税制改革にともなう減収額は、2006－10年度の 5年間で

                                                  
17 The Concurrent Resolution on the Budget for Fiscal Year 2006, H. Con. Res. 95, Sec.404. 
18 2006年度予算教書 p.4. 
19 OMBは PARTにおける「プログラム」を次のように定義している。①国民に明確にプログラムと認
識される活動であって、②当該活動と明確に結びついた独立の資金を有し、③その資金は予算決定がなさ

れる水準にあるもの。Government Accountability Office, 21st Century Challenges: Performance 
Budgeting Could Help Promote Necessary Reexamination, Jun. 2005, p.9. 
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1,062億ドル、2006－15年度の 10年間で 1.29兆ドルに達すると推計されている20。

予算教書の提案に沿う形で、2006年度の予算決議は、2006－10年度の 5年間で 1,057
億ドルの減税を認めた21。 
 
表４ PARTの評価(2004年度)と予算額の増減(2005年度予算額→2006年度予算案) 

予算増 予算減 同額 合計 
  件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

①有効 53 60% 32 36% 4 4% 89 100%
②やや有効 83 52% 58 36% 19 12% 160 100%
③適当 67 43% 55 35% 35 22% 157 100%
④無効 1 5% 19 86% 2 9% 22 100%
 効果不明 55 31% 74 41% 50 28% 179 100%
合計 259 43% 238 39% 110 18% 607 100%

（出典）OMBホームページ<http://www.whitehouse.gov/omb/budget/fy2006/sheets/part.xls>より作成。 

 
（３）懸念事項 

 以下の(ⅰ)～(ⅲ)は、一部を除き、将来の財政推計には反映されていない。そのため、
これらの要因により、予想を上回る財政赤字が生じる可能性もある。 
 (ⅰ) イラク・アフガニスタン駐留経費 

 行政管理予算局(OMB)の 2005 年 7 月の財政推計（5 ヵ年）では、4 月の予算決議
で認められた 2006 年度分(予算権限)のイラク・アフガニスタン駐留経費 500 億ドル
が見込まれている。それ以外の駐留経費は、現時点では将来推計に含まれていない。

CBOは、イラク･アフガニスタン駐留経費を含めた「テロとの戦い」のためには、2006
－2015年度の 10年間で、4,180億ドルの追加的経費が必要になると試算している22。 
 (ⅱ) 社会保障改革の提案 

 米国では、2008 年から最初のベビー･ブーマー世代が退職を迎え、高齢化が進んで
いく。高齢化に伴い年金基金は 2042 年に底をつくと予想されている。こうした逼迫
状況の解消を図るために、ブッシュ大統領は、2009年から、税率（保険料率）12.4%
の社会保障税のうち 4％を「個人勘定」として自らの年金支払いに充てるため積み立
てることを認める改革案を提案している23。現状は、今の現役世代の保険料収入が今

の退職世代の年金支払いに充てられる賦課方式であるが、提案では、今の現役世代が

自らの退職後の年金を積み立てる方式の要素が一部導入される。この改革により、現

在の社会保障システムが負っている 10.4 兆ドルの将来的な資金不足が解消されると
ブッシュ政権は強調している。移行期においては、退職世代に支払われていた保険料

の一部が個人勘定に流れるため、今の退職世代に支払う年金資金が不足する。この資

金不足は政府の借入れで賄われ、その総額は 2009年度以降の 10年間で 6,640億ドル
（利払費を含めると 7,540億ドル）に達すると政府は予想している24。 
                                                  
20 2006年度予算教書 Analytical Perspectives, p.298.；鈴木将覚「2006年度米国予算決議の成立とブッ
シュ減税の課題」『国際金融』1146号, 2005.6.1, p.42. 
21 The Concurrent Resolution on the Budget for Fiscal Year 2006, H. Con. Res. 95, Sec.101(1)(B). 
22 CBO, The Budget and Economic Outlook: Fiscal Years 2006 to 2015, Mar. 2005, p.9. 
23 2006年度予算教書 p.22.；Strengthening Social Security for the 21st Century, Feb. 2, 2005. 
<http://www.whitehouse.gov/infocus/social-security/200501/socialsecurity.pdf>；野村亜希子「始動する
米国ブッシュ政権の公的年金制度改革」『資本市場クォータリー』8巻 4号, 2005,Spr.,pp.105-112 
24 Press Briefing on Fiscal Year 2006 Budget by OMB Director Joshua Bolten, Feb. 7, 2005. 
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 (ⅲ) ハリケーン復興経費 

 下院予算委員会における CBO 局長の証言によると、ハリケーン「カトリーナ」や
「リタ」による物的損害額は、700 億ドルから 1,300 億ドルに達すると見られる。既
に復興経費として、2005 年度の補正予算が 9 月に 2 度編成され、合計 623 億ドルが
計上されている。これらの補正予算は、時限的な税制変更による救済措置（2006－07
年度で 60億ドルの減収要因）とともに、今後数年間、財政赤字を悪化させる可能性が
あるという25。 
 

おわりに 
 2005 年 7 月には行政管理予算局(OMB)の、8 月には議会予算局(CBO)の 2005 年
度（2004年 10月～2005年 9月）財政収支見込みが改定された。いずれも当初見込み
に比べ、大幅な収支改善となった26。収支改善の主たる要因は、好調な経済に支えら

れての税収増であった。この点につき、OMB は、ブッシュ政権の経済運営の成功が
税収増をもたらしたと主張している。しかし、ハリケーン「カトリーナ」や「リタ」

の被害は、財政の先行きに暗い影を投げかけており、米国の財政事情は依然予断を許

さない状況にある。 
 増税に頼らず、国防費以外の裁量的経費の歳出削減により裁量的経費全体の伸びの

抑制に重きを置くブッシュ政権の財政再建策は、財政赤字の原因は景気低迷と「テロ

との戦い」であるとの現状認識に基づく。財政赤字の要因として、減税よりも景気低

迷に重きを置くことから、経済対策と位置付けられる減税は正当化される一方、増税

は否定されている。 
 一般論として、財政再建に際して増税よりも歳出削減を優先することは、異論が少

ないだろう。OECD諸国の財政再建の成功事例では、収支改善に対する歳出削減の寄
与は平均すると増税の寄与よりも高かったとする研究もある27。問題は、増税に頼る

か、頼るとすればどの程度の負担を国民に求めるか、という点である。 
 増税に頼らない財政再建は、米国よりもはるかに深刻な財政状況にある日本では現

実的な選択ではないかもしれない。しかし、増税によって景気が後退すれば、かえっ

て財政悪化を招く可能性もある。日本においても財政赤字の要因を分析し、景気低迷

がどの程度財政悪化をもたらしたか把握することが必要であろう28。 

                                                                                                                                                  
<http://www.whitehouse.gov/news/releases/2005/02/20050207-11.html> 
25 CBO Testimony: Statement of Douglas Holtz-Eakin Director: Macroeconomic and Budgetary 
Effects of Hurricanes Katrina and Rita before the Committee on the Budget U.S. House of 
Representatives,Oct 6, 2005, pp.1-3, 13-14. 
<http://www.house.gov/budget/hearings/holtzeakinstmnt100605.pdf> 
26 当初見込みは、OMBが 4,270億ドル、CBOが 3,940億ドルの赤字であった(2006年度予算教書.；CBO, 
An Analysis of the President's Budgetary Proposals for Fiscal Year 2006, Mar. 2005.)。7月及び 8月の
改定で、OMBは 3,330億ドル、CBOは 3,310億ドルの赤字見込みとなった(OMB, Mid-Session Review, 
Jul. 2005.；CBO, The Budget and Economic Outlook: An Update, Aug. 2005.)。 
27 Alberto Alesina et al.,”Fiscal adjustments in OECD countries: Composition and macroeconomic 
effects.” IMF Staff Papers, Vol.44, No.2(Jun. 1997), pp.210-248. 
28 例えば、原田泰・岩本光一郎「日本の財政赤字はなぜ 90年代に急拡大したか」『経済セミナー』605
号, 2005.6, pp.53-59.は、財政赤字拡大の要因としては、歳出要因（景気対策、社会保障費等）よりも歳
入要因（税収減）が大きく、税収減の要因としては、減税よりも景気低迷が大きいとする。 


